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経済計算論争と日本的経営
日　向　　　健
Ⅰ
1920 年代ドイツ語圏で、1930 年代は英語圏
で、計画経済は可能か、という主題をめぐって
論争があった事はよく知られている。前者では
Mises1920 がソ連の戦時共産主義体制を念頭に
置いて批判し、K. Polanyi らも参加している。
論点は集約されておらず広範にわたっていた。
後者では Hayek が、この主題でアンソロジー
を 1935 年に出し（これには Mises 論文が英訳
されて収録されている。Barone の論文も同
様。）、O. Lange が 1936、1937 に論文を Rev. of 
Economic Studies に寄稿した。Lange の市場社
会主義論がそれであった。Lange は冒頭で
Mises を取り上げて、彼の論点を論破するとい
う形で、論旨を展開した。（1934 年に Lange は
M. Breit と共著で同趣旨の論文を発表してい
る。ポーランド語。日向 1997 参照。）なお、こ
の 1930 年代の論争文献の網羅的な Anthology
がアメリカで刊行された。
論点。家計ごとの消費関数、生産主体ごとの
生産関数、資源の initial endowment。これら
が分かっていなければ、効率的生産計画を当局
は編成できない。Pareto も主体が数千程度の
場合で、計算できない、としていたし、Bar-
one1908 も理論的には連立方程式を構成しうる
としたに留まる。現在のようなコンピューター
が無い時代であるから、計算できない、という
議論である、と解するのは不十分である。
Mises は 1930 年代の論争には参加しなかった
が、1938 年に書いた短論文（初出、ジュネーヴ、
仏文。）で、時期から見て当然だが計算機があ
るなしが問題なわけではなく、利用できる情報
の性格が問題であることを指摘していた（後出、
これは現在英訳されて簡単に利用できる（Quar-
terly Journal of Austrian Economics , Spring 
2000）。Mises は Hayek が Lange の議論に影響
されて、個々の経済主体が意思決定を下す時の
条件を検討することからずれてしまっている事
を指摘している。つまり Hayek を批判してい
るので Lange を論じているわけではない。た
だし Hayek が Lange,Lerner, Dickinson らに反
論した論文は、この点 Mises の指摘に応じて
か論旨は明確になっている。）。Hayek が論ず
る情報の問題（man on the spot にとっての情
報、個別的であって、一般的な意味を持つ情報
ではない等）とも異なる論点である。（なお、
1970 年代には計算機の発達は計算量の問題を
明示化し、簡単な一消費者行動の最適化でさえ
人間にとって意味のある時間の範囲内では解け
ない事を示した。国民経済の規模であればさら
に言うまでもない。塩沢由典、「市場の秩序
学」。＊）
議論をもどせば、一連の連立方程式体系が分
かれば、あとは中央計画当局がそれを解けるか
否かが問題となる。この理解について、どう考
えるかが問題であった。Lange はこの問題構成
に答えた。（Mises はこの問題構成自体が成立
しない、と指摘していたのである。当該連立方
程式体系の data 自体が、計画当局に集約され
た時、集約されたその data 自体が、個々の企
業を経営する企業家（日常業務を果たす企業内
官僚ではない）には無意味な data であり、ま
た個々の集約前の data であっても、それを企
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業家が利用するときには既に経済史 data にな
っている、と指摘している。当然、企業経営の
問題は、計算機の性能が幾ら向上しても解決で
きる問題ではない、ということになる。不確実
な将来に向けて投資することに企業家の機能が
ある、という。別言すれば企業家が企業家であ
るのは、その merchant quality によってあり、
教育機関で教育を受けて身につくものではない
という。いずれにせよ、企業と言う組織に注目
してはいても Lange と Mises とは議論はかみ
合わない。オーストリア学派と、Lange の依拠
する新古典派理論（Walras の一般均衡論）と
は異なる。オーストリア学派は均衡という概念
を否定するのは言うまでもない（後出）。従っ
てオーストリア学派は 1920 年代は Marxisian
と論争し、1930 年代は新古典派論争したこと
から分かるように、Marxism と新古典派批判
の両面批判をしていたのである。
Lange の回答の特徴。まず Lange は個々の
生産単位・企業に焦点を当てる。これは論点を
明確にし（これは 1920 年代の論争では明確に
なっていない）、それ以前の論者らと一線を画
した。また、膨大な連立方程式体系を解く必要
はない、と指摘した。市場における試行錯誤
try and error で解決出来る、と主張した。
（Walras の模索過程の応用。）
各企業は、１：平均費用が最小になるように
生産要素を決定する。２：限界費用が価格に一
致する生産量を生産する。３：計画当局は、経
済期間ごとに在庫をチェックし、適正水準を超
えていれば、当該財・生産要素価格を下げる（逆
は逆）。４：投資は中央当局が決定する。消費
選択の自由、職業選択の自由は勿論存在するも
のとする。
価格という場合、Mises のいう市場価格が生
産に必要なわけではなく、財や生産要素間の技
術的な比率が必要なのである。つまり市場が存
在しなくても、この比率が分かればよい。
分かる通り、Lange の議論は限界原理によっ
ている。社会主義者 Lange は新古典派経済学
の教科書に沿った議論をしている。従って K. 
Vaughn は、Lange ら市場社会主義を主張した
人々を neoclassical socialist と呼んだ（T. J. B. 
Hoff, 1938、ノルウェイ語。英語版 1949（1981）。
この 1981 年版への序文で Vaughn は指摘した。
日向 1998．）。
問題。私的所有が廃されているので資本財に
は価格が存在しない。ゆえに効率的資源配分は
不可能（Mises）。この議論に Lange は先の様
に答えた。技術的交換比率が問題であって、市
場価格が問題ではない、と。これは Lange の
独創で、彼が引用している古典は市場価格の議
論をしている。出発点としては前体制の価格体
系を利用できるとしても、その後の技術進歩・
変化をいかに扱うか、特には触れられていない。
なお、毎年同じ生産を続ける、ということなら、
この体制でも計画経済は可能である。変化のな
い世界。しかしそれを「社会主義」とは言わな
いであろうと指摘したのは F. Knight（1947 刊
行の著書に収録、執筆は戦前）であった（日向
2004）。
最大の問題は筆者の考えでは、この Lange 
Model では、企業の経営責任者が Lange の示
した１、２の条件に従って行動する誘因 incen-
tive が無い事である。Incentive compatibility
が欠如しているのである。Lange model の企
業はそれ自体では機能しない。この Lange の
議論の空白を、埋める議論を提起したのが B. 
Ward だった。（日向 1991、Mises について。
同 1993、Hayek について。）
Ⅱ
Ward 論文 1958（AER）は Lange 論文の空
白を、当該企業の労働者１人当たりの所得を最
大化する企業を前提してうめた。旧 Yugo 連邦
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の労働者自主管理企業に発展していく考え方に
触発されてのことであると思われる。なお
Ward はこの論文より前に Yugo についての調
査論文を書いているので、単に理念的に触発さ
れて 1958 年論文を書いたのではないであろう。
結果。労働者管理型企業について。この型の
企業について廻ることになる奇妙な結果を
Ward は示した。この型の企業の、短期（つま
り、投資を含まない場合の）供給曲線は右下が
り、というのである。企業利潤を労働者１人当
たり最大化するというのであるから、利潤を労
働者数で割るわけだが、この式の形式から得ら
れる結果に過ぎない、という評は当初よりあっ
たようである。しかしこれは当たっていないで
あろう。（日向　1992）。ある程度、はっきりし
た形で暫定的にであれ、結論を出すとすれば旧
Yugo 企業の実証研究が必要であった。Ward
はイリリア企業（旧ユーゴ企業と同じではない、
労働者自主管理企業の理論モデル企業）につき、
以下の様にまとめている。１：固定費と同じ方
向に産出が変化する。２：価格と逆方向に産出
が変化する。３：投資に関しては、イリリア企
業の労働者＝経営者は強く抵抗する。４：労働
以外の投入が増大してくると２の傾向は薄れて
来る。この仮説の検証は困難である。５：市場
社会主義との違い。価格、産出量ともに企業に
分権化されている。各企業に雇用される労働者
は企業の経営政策を決定する。物質的利益が主
要な incentive となっている。
協同組合型に企業については、E. Domar は
短期供給曲線が資本主義企業よりは傾きは小で
あるが右上がり、になると論じていた。
この場合、組合員側に生産物の大半が残され、
それらが彼らの意思で販売・処分できるなら、
言い換えれば、法人税相当部分を控除して残余
を自らの判断で販売できるならば、この曲線の
傾きはより急になると思われる。資本主義企業
に近づくであろう。しかし、これには生産物を
輸送し、保存し、販売することを可能にする社
会的インフラが整っていることが必要になるう
え、生産物についての法的所有関係の変更が不
可欠になってくる。簡単に見えてこれは、制度
や体制の大きな変化を意味する。旧ソ連を訪問
中、西武流通グループの堤清次は、流通の改善
等について意見を求められたが、産業連関を通
じて問題が全面的に広がってしまうため、（彼
は法的制度的側面には、明示的には触れていな
いが）提言をあきらめた経験を語っている。
投資を含む場合については、旧 Yugo での資
本税の変遷の生んだ結果などを参照して、B. 
Horvat が一連の研究を発表している。それを
纏めると以下の様になる。ここでは彼の 1986
年の仕事を用いる。その後では東側が不安定化
していくので。
企業の生産関数は新古典派モデル。Horvat
は、Ward に始まる議論とその展開を含めて、
労働者自主管理企業への批判的評価を以下の様
にまとめ、そして反論する。（Horvat について
は、日向 1992）。資本主義企業 cmf, capitalist 
managed firm、労働者自主管理企業 wmf、
workers managed firm.
１：cmf、wmf の利潤が正なら、後者の１人当
たり所得は前者より大。収穫逓減の仮定から後
者は前者より雇用は小、産出も小。
２：固定費の上昇は産出を減少させる傾向があ
る。
３：cmf では賃金は市場できまるので全企業で
同じと仮定される。よって労働の限界生産物は
全企業で一致する。wmf ではそうならない。
労働の再配分が可能なのでより効率的にもなり
うる。つまり逆もありうる。
４：これは Furuboton, Pejovic の指摘であるが、
資本が社会的所有の下にある場合では、投資と
労働所得が直結するなら、労働者は投資を将来
より高い賃金として回収できないかもしれな
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い。Wmf, cmfを比べると前者は投資が小になる。
Horvat は以下の様に言う。
１：について。理論的には妥当する。しかし、
それは新古典派モデルによるのではなく Yugo
固有の事情による。２：は資本税に廃止の時に
見られた事実で否定されている（1960 年代の
事）。４：Yugo では過大投資の傾向がある。
ただし外部金融に頼る傾向が大であることは、
その通りである。
Horvat の議論の特徴を述べておく。労働者
＝経営者が１人当たり利潤極大化行動をとる、
という Ward の仮定は妥当性があるかもしれな
い、と認めている。モデル・レヴェルであるけ
れども投資を含む場合を考慮しても、wmf は
新古典派的企業と同等の合理性をみたし得る。
その根拠に、自らの弟子が調査したスロヴェニ
アの 40 の企業につての調査結果を示している。
また、Ward との違いは１人当たり所得極大化
ではなく、基準賃金＋利潤分配分の形で示され
る分配が見られるとした。その含意は、労働者
＝経営者として、投資をも考慮に入れて労働者
は行動する、と言うにある。企業の存続と将来
の高い所得の前提条件なのだから、というので
ある。
ここに見られる、理論的に資本主義企業と同
等の効率性を達成しうるという主張は実証的裏
付けが必要であろう。また「理論的に同等の効
率性を達成できる」と言うのであれば、体制変
革の必要性の根拠を「別に」示さなければなら
ない。Horvat には、この方面の一連の仕事が
あるが、説得的ではない。
Ⅲ
前節で述べた wmf が企業経営の点では、経
営層が正規従業員の利益代表の性格を持つ。配
当性向が低い。株主権が英米型より小。これら
の点は日本企業と類似するところもあるであろ
う、とはいえるかもしれない。ただ、学卒時一
括採用は日本以外では見られない。組織内部で
の数十年にわたる競争で昇進して経営幹部にな
っていく。これも共通とはいえない。なお、基
準賃金＋利潤分配分という形で従業員所得が決
定される点は、Horvat の議論が一般にあては
まるなら類似するといえる。しかし決定的な違
いがある。日本企業では基本賃金を受け取るの
みの非正規従業員が存在することである。この
層は柔軟に雇用調整を受ける。日本企業はこれ
により資本主義企業と競争できる同等の効率を
達成している。（小宮竜太郎、1988．なお日向
2006 参照）。日本型が wmf より産出量が多く、
利潤最大化点まで産出量を拡大する。またこの
事は正規従業員の所得最大化と矛盾しない。た
だし、正規従業員比率が低下して行くとして、
収益曲線がいかなる事情によって低下し始める
か、つまり従業員の morale が、生産性が低下
して行くのか。所得以外の要素はなにか。こう
した問題には、一般的回答はない。
正規従業員が企業経営上、ステークホルダー
として大きな位置を占めている事、株主権が英
米型企業より限定的なことは 2010 年の現在で
も、さまで変わっていないのではないか。
［ 本 稿 は、 経 営 行 動 研 究 学 会 報 告 要 旨
（2010.10.16．日本大学）に多少、加筆したもの
である。これまでの仕事を示しつつ、報告する
よう求められたのでこの様な形になった。こう
した機会を与えてくれた方々に、お礼申し上げ
ます。2011 年 11 月 17 日記す。］
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＊塩沢のほかに J. Stiglitz（in Roemer, 日向：
2000.）があげた例。米軍で兵士の T シャツを
発注する際、ごく単純に済むと思われるが、価
格を利用せず色、サイズ、デザイン、厚さ、等々
を考慮すると信じがたい計算量になってしまう
ことを例示している。現実の経済計算をする際、
我々は新古典派の前提する最適化計算をしてい
るわけではない。自覚してはいないが経験的に
はそうしている、とは言えないであろう。オー
ストリアンの市場観が明確に新古典派と異なる
ことが、こうした点に現れる。新古典派は、自
覚してはいないが、分析的に見ていけば、こう
した最適化を消費者、生産者はしている、とい
うであろう。
ソ連で computopia を考えた人々がいた。市
場を計算機で置き換えようとしたのである。
Nemchinov 設立の数理経済学研究所を本拠と
する人々。計算機の性能の向上は、しかし、そ
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の困難を示した。Mises, Hayek らが示す、情
報上の困難は computer の性能の向上とは別の
ことであること、計算量の問題（塩沢由典、「市
場の秩序学」、ちくま学芸文庫。1998 年。初出
は 1990 年筑摩書房刊）が示すところであった。
計算機の性能向上が、人間の時間内では計算で
きない、若しくは終わらない問題がごく普通に
存在することを明らかにしたのである。例えば、
解の存在は証明できているが、その解を得るに
はビッグ・バン以来の時間がかかってしまう、
という様な場合。ごく普通の消費者選択問題を
解く場合に珍しくなく、こうした問題が現われ
る。ならば如何にして、資源配分問題を解くか。
かくして、この集団から市場原理主義者が出て
くるのはむしろ自然だった。市場は計算機で代
替できない、また Walras 型で近似するとして
も限定がある。電子計算機の性能がそれほどで
は な い 時 期、Lange は 楽 観 的 に、Computer 
and Market, in Feinstein ed.,書くことができた。
＊＊正規従業員は企業内部労働市場（一次）で
の競争、非正規従業員は外部の一般的労働市場
（二次）、という区分が必ずしも正確ではないか
もしれない。内部労働市場であっても一本の賃
金体系で近似できるわけではない、という。し
か し 使 用 さ れ た data は 1980 年 と 1990 年 の
data で、限定的である。さらに正規従業員で
あっても一次、二次の選択は本人の意思とは関
係ない事を統計的に示した例がある。石川経夫
のこの研究は興味深いが氏の死去で展開が見ら
れない。広くこうした構造が企業内に存在する
なら、小宮のモデルはそのままでは使用できな
いかもしれないのである。
＊＊＊協同組合型企業。ソ連型経済でないとすれ
ば、この型の企業を考えられるが、これは市場
経済の中で機能する。つまり市場経済を前提す
る。ただし、メンバーの持ち分の処分を考える
と、 通 常 制 約 が あ る の で Mises は Stock 
market が資本主義経済の様には機能しないと
して分類している。現在の例としては Spain の
Mondragon Group がある。Mises はこの型の
企業を Syndicalism 型として検討している。な
お B. Ward の 論 文 の 題 名 は、“The Firm in 
Illyria : The Market Syndicalism”, AER, 58 －
４、1958．である。
